
小金井市保育計画策定委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 保育を希望する家庭及びその子どもが等しく保育サービスを受けられ、子ど

もが健やかに成長できるよう、保育の質のガイドライン（保育の質の維持・向上に

関して市全体で共通し得る枠組みをいう。）を検討するとともに、今後の保育施策と

して取り組むべき方向性を示すため、（仮称）小金井市保育計画（以下「計画」とい

う。）を策定するに当たり、市民、関係団体等から多様な意見を聴取し、検討等を行

うため、小金井市保育計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

 ⑴ 計画の策定に関すること。 

 ⑵ 保育施策として取り組むべき方向性の検討等に関すること。 

 ⑶ 保育の質の維持・向上に関すること。 

⑷ その他計画の策定に関し必要な事項 

（組織） 

第３条 委員会の委員は、次に掲げる者のうちから、市長が協力を依頼する委員１３

人以内をもって構成する。 

⑴ 学識経験者 ３人以内 

⑵ 民間認可保育所施設長等 ２人以内 

⑶ 認証保育所施設長等 １人以内 

⑷ 関係団体代表者等 １人以内 

⑸ 小金井市立保育園を利用する保護者 ２人以内 

⑹ 小金井市内の民間保育所等（認定こども園（子ども・子育て支援法（平成２４

年法律第６５号）第７条第４項の認定こども園をいう。）、認可外保育所等を含む。）

を利用する保護者 ２人以内 

⑺ 市民 ２人以内 

２ 前項第６号及び第７号の委員は、公募によるものとする。 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、協力を依頼した日から平成３２年３月３１日までとする。 

２ 市長は、委員に欠員が生じた場合は、補欠委員に協力を依頼することができる。

この場合において、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
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（運営） 

第５条 委員会に、委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の中から互選する。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、副委員長がその職務を代

理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集する。 

２ 委員会の会議は原則として、委員の過半数以上の者の出席がなければ開くことが

できない。 

３ 委員会の会議は、公開とする。 

４ 委員長が必要と認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見を求めるこ

とができる。 

（検討部会） 

第７条 市長は、第１条に規定する目的を達成するため必要に応じて、第３条第１項

各号に定める委員の一部をもって構成する検討部会（以下「部会」という。）を置く

ことができるものとする。 

２ 部会の所掌及び委員構成については、委員会において決定するものとする。 

（謝礼） 

第８条 委員には、予算の範囲内で謝礼を支払うものとする。 

（庶務） 

第９条 委員会における庶務は、子ども家庭部保育課において処理する。 

（報告） 

第１０条 委員会は、検討結果を市長に報告する。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長

が別に定める。 

 

付 則 

この要綱は、平成３０年１２月２７日から施行する。 


